
Ⅱ．連 結 決 算 の 概 要

（単位：百万円）

[ ] [ ] [ ] [ ] [ ]

以下のとおり表示を変更しております。

「少数株主損益調整前四半期（当期）純損益」　→　「四半期（当期）純損益」

「少数株主損益」　　　　　　　　　　　　　　→　「非支配株主に帰属する四半期（当期）純損益」

「四半期（当期）純損益」　　　　　　　　　　→　「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損益」

北海電気工事㈱ 北海道計器工業㈱ 北電総合設計㈱

北電興業㈱ 北海道ﾊﾟﾜｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ ㈱ほくでんｱｿｼｴ

苫東ｺｰﾙｾﾝﾀｰ㈱ ほくでんｴｺｴﾅｼﾞｰ㈱

ほくでんｻｰﾋﾞｽ㈱ 北海道総合通信網㈱

ほくでん情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱

※ ㈱ほくでんｽﾎﾟｰﾂﾌｨｰﾙｽﾞは、平成27年９月１日に清算を結了したことに伴い、当第２四半期連結会計期間から持分法適用会

　　社より除外しています。なお、清算結了時までの持分法投資損益は、連結損益計算書に含めています。

 (注２) 経常損益、非支配株主に帰属する四半期（当期）純損益欄の△は、損失を示しております。

 (注１) 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結会計期間より、
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当第２四半期連結累計期間の収支につきましては、収入面では、販売電力量の減少に加え、燃料価格

支出面では、経営全般にわたる徹底した効率化への継続的な取り組みのもと、販売電力量の減少や燃

の低下による燃料費調整額の減少はありましたが、昨年１１月から実施した電気料金の値上げや再生可

年化対策工事などによる修繕費の増加などにより、営業費用は、前年同期並みの３,１６４億円とな

たが、前年同期に比べ２２億円増加し、１５９億円の利益となりました。

能エネルギーの固定価格買取制度の影響などにより、営業収益（売上高）は、前年同期に比べ２１７億

料価格の低下による燃料費の減少はありましたが、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の影響や経

円（６.８％）増加の３,４０８億円となり、これに営業外収益を加えた経常収益は、２１４億円（６.７

期の損失から２１９億円改善し１７０億円の利益となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純

以上により、営業損益は、前年同期に比べ２１７億円増加し２４３億円の利益、経常損益は、前年同

％）増加の３,４２１億円となりました。

り、これに営業外費用を加えた経常費用は、前年同期に比べ５億円(△０.２％）減少の３,２５０億円

となりました。

損益は、純資産の毀損を抑制するため昨年４月に渇水準備引当金を全額取り崩した反動などはありまし


